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１ 目的

障害児入所施設等において、パーテーション、簡易扉、簡易更衣室等の設置によるこどものプライバシー保護や保護者

からの確認依頼等に応えるためのカメラによる支援内容（保育の実践記録等）の記録などを行う設備等支援を通じ、性被

害防止対策を行うことを目的とする。

２ 補助対象施設等

神奈川県内に所在する障害児入所施設、障害児通所支援事業所（児童発達支援、医療型児童発達支援、放課後等デイ

サービス、居宅訪問型児童発達支援、保育所等訪問支援）

※ 政令市・中核市に所在する事業所を除く

３ 補助対象事業

２に定める対象施設において性被害防止対策を図るため、パーテーション、簡易扉、簡易更衣室、カメラ、人感セン

サーライト等の設備の購入や更新を行う事業
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※ 以下の経費は対象外です

① 他の補助金等を受けた整備事業は補助対象外です。

② 施設整備を目的とする事業（土地や既存建物の改修、土地の整備等を含む。）は補助対象外です。

③ 既存施設の破損や老朽化に伴う改修・修繕を目的とする事業は補助対象外です。

④ 機器のリース費用は補助対象外です。
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４ 補助基準額・補助率

■ 補助基準額

１施設（事業所）当たり 10万円

※ 同一敷地内に複数の事業所が運営されている場合は、１施設（事業所）として取り扱う。

■ 補助率

県補助金 ３／４（うち国庫補助金１／２）

事業費イメージ

（パターン１）８万円の機器を導入する場合 ※ 対象経費が補助基準額10万円を下回る場合

６万円 ２万円

補助金（８万円×３／４） 事業所等負担

（パターン２）16万円の機器を導入する場合 ※ 対象経費が補助基準額10万円を上回る場合

７万5,000円 ８万5,000円

補助金（基準額10万円×３／４） 事業所等負担
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合計８万円

合計16万円

障害児入所施設等性被害防止設備支援事業費補助金 募集要項



５ 補助金交付までの流れ（各項目の詳細は次のページ以降をご確認ください。）
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（１）交付申請書の提出

申請法人より、補助金申請に係る提出書類を電子メールにて県へ提出してください。

（２）交付決定通知書の送付・実績報告書の提出依頼

県による審査後、申請法人宛てに交付決定通知書を送付します。併せて、実績報告書の提出を依頼します。

（３）実績報告書の提出

事業完了後、申請法人より、県へ実績報告書を電子メールにて提出してください。

（４）額確定通知書の送付

県より、申請法人宛てに額確定通知書を送付します。（申請額と実績額が同額の場合は省略します。）

（５）補助金の交付

県より、申請時に提出された口座振込依頼書に記載のある口座に補助金を振込みます。
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６ 補助申請について

■ 提出書類

■ 提出先・提出方法
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① 障害児入所施設等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費補助金交付申請書（第１号様式）

② 役員等氏名一覧表（第１号様式 付表）

③ 申請する経費の内訳等がわかる「見積書又は金額がわかる書類（２者以上）、カタログ・仕様書等」

④ 障害児入所施設等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費計画書・補助金所要額算出内訳書（別紙１）

⑤ 口座振込依頼書

⑥ 通帳の写し（⑤口座振込依頼書に記載した口座のもの）

※ メールの件名は「【法人名】障害児入所施設等性被害防止設備整備費事業費補助金申請」としてください。

（例：【社会福祉法人○○】障害児入所施設等性被害防止設備整備費事業費補助金申請）

提 出 方 法 電子メール

提 出 先
メールアドレス

shisetsu-koubo@pref.kanagawa.lg.jp

宛 先 神奈川県障害サービス課福祉施設グループ

 「④障害児入所施設等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費計画書・補助金所要額算出内訳書（別紙１）」は事業所ごと
に作成してください。

 「①障害児入所施設等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費補助金交付申請書（第１号様式）」は、法人分をとりまとめ
て作成してください。（「別紙１」で算出した各事業所の交付申請額の総額を交付申請額欄に記載してください。）

※ 書類作成時の注意点
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６ 補助申請について

■ 申請期限

区分 申請期限 交付決定時期見込み

第１次申請 令和６年７月31日 ８月下旬

第２次申請 令和６年８月30日 ９月下旬

第３次申請 令和６年９月30日 10月下旬

第４次申請 令和６年10月31日 11月下旬

※ 上記の申請期限までに、法人分をとりまとめて提出してください。

※ 審査状況により、交付決定時期が前後する場合があります。

※ 申請状況等により、県の予算上限に達した場合等は期限前であっても申請を打ち切る場合があります。
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■ 申請後の留意点

○ 申請後に内容を変更する場合や事業を中止する場合は、必ず事前に県へ相談をお願いします。

○ やむを得ない事情により、令和７年１月末までに事業が完了する見込みがなくなった場合は、発覚した時点で

必ず事前に県へ相談をお願いします。

⇒県への事前相談がなく、必要な手続きを行わなかった場合は補助金の交付ができなくなる場合があります。
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７ 実績報告について

■ 提出書類

■ 提出先・提出方法

① 補助金実績報告書（第５ 号様式）

② 納品書又は工事完了届の写し

③ 請求書の写し

④ 領収書の写し

⑤ 整備後の設置状況が確認できる写真

⑥ 障害児入所施設等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費実施報告書・補助金精算書（別紙２）

※ メールの件名は「【法人名】障害児入所施設等性被害防止設備整備費事業費補助金実績報告」としてください。

（例：【社会福祉法人〇〇】障害児入所施設等性被害防止設備整備費事業費補助金実績報告）
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提 出 方 法 電子メール

提 出 先
メ ー ル ア ド レ ス

shisetsu-koubo@pref.kanagawa.lg.jp

宛 先 神奈川県障害サービス課福祉施設グループ

提 出 期 限 事業完了の日から 30 日以内又は令和７年１月31日（金）のいずれか早い日まで。

※ 法人分をとりまとめて提出してください。
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８ 消費税仕入控除税額報告書について

○消費税及び地方消費税を補助対象経費とする場合にあっては、補助事業者は、実績報告後に消費税の申告により当該補助金に係る消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、 消費税仕入控除税額報告書（第６号様式）により報告をお願いします。

○消費税仕入控除税額報告書（第６号様式）は、法人の決算終了後、提出が可能となった段階で速やかに御提出をお願い致します。

■ 提出書類

① 消費税仕入控除税額報告書（第６号様式）

② 積算内訳書

③ 令和６年度の消費税及び地方消費税確定申告書の写し（消費税の確定申告義務がない場合等は不要）

I. 消費税及び地方消費税確定申告書

II. 課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表

※ 簡易課税方式の場合は、消費税及び地方消費税確定申告書のみ

④ 特定収入割合の計算過程がわかる書類（任意様式）【公益法人等で特定収入割合が5％を超える場合のみ】

⑤ 令和６年度の納税証明書【消費税の確定申告義務がない法人のみ】

 証明書の種類：その１ 納税額等証明用

 税 目：消費税及び地方消費税

◎ 消費税仕入控除税額報告書の作成について、詳細は「消費税仕入控除税額報告書の作成手順」をご確認ください。
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提 出 方 法 電子メール

提出先メールアドレス shisetsu-koubo@pref.kanagawa.lg.jp

宛 先 神奈川県障害サービス課福祉施設グループ

■ 提出先・提出方法
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９ その他留意事項
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○ 県の交付決定前に行った事業は補助対象外です。交付決定通知がお手元に届くまでは絶対に着手しないでください。（交付決定前に購

入した機器や発注・契約を行った事業は全て補助対象外となりますのでご注意ください。）（再掲）

○ 補助事業者が従う会計基準における関連当事者からの取引がある場合で、当該調達・取引に利益が含まれている場合は、排除する必要

があることから、物品の調達先等が関連事業者等である場合は事前に県に相談してください。

○ 補助金は精算払いとなるため、事業終了後に交付します。（再掲）

○ 令和７年３月31日までに支払いが完了できない経費は補助対象外となります。

○ 他の補助金等を受けた整備事業は補助対象外です。（再掲）

○ 施設整備を目的とする事業（土地や既存建物の改修、土地の整備等を含む。）は補助対象外です。（再掲）

○ 既存施設の破損や老朽化に伴う改修・修繕を目的とする事業は補助対象外です。（再掲）

○ 機器のリース費用は補助対象外です。（再掲）

○ 上記の他「障害児入所施設等における性被害防止対策に係る設備等支援事業費補助金交付要綱」の定めに留意してください。

○ この補助金は、こども家庭庁が実施する補助事業を活用して行うものであるため、補助金事業については、国の要綱等に基づき実施す

るものです。

○ 申請状況等により、県の予算上限に達した場合等は期限前であっても申請を打ち切る場合があります。（再掲）

○ 令和７年度以降は本補助金事業の実施予定はありません。補助を希望する事業所については必ず令和６年度中に申請をお願いします。

■ カメラの設置を行う場合

○ カメラを整備する場合は、こども家庭庁通知「「保育所等における性被害防止対策に係る設備等支援事業」における児童養護施設等の

施設内へのカメラの設置について」の内容を順守してください。

■ その他
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神奈川県福祉子どもみらい局福祉部

障害サービス課福祉施設グループ

電話：０４５－２１０－１１１１（内線５０３４）

メール：shisetsu-koubo@pref.kanagawa.lg.jp

10 問合せ先・担当
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質問 回答

同一敷地内に複数の事業所が運営されている場合、事業所に対す
る補助基準額はいくらか。

同一敷地内に複数の事業所が運営されている場合は、１事業所と
して取り扱う。補助基準額は、10万円となる。

カメラ等のリース費用は、対象となるか。 リース費用は、全て対象外となる。

既存設備等の改修費は、対象となるか。
既存設備等の改修費は、補助対象外となる。（本補助金を活用し、
新たに設備等を導入する場合に限る。）

導入した設備等に修理の必要が生じた場合、その経費も対象とな
るか。

修理費に要する経費は、事業所の負担となる。

既存設備等の取り外し費用と新たな設置費用も補助対象となるか。
取り外しの費用は、補助対象とはならない。新たな設置費用は、
導入に必要不可欠であると判断できるのであれば、補助対象とし
ていただいて差し支えない。

撮影した映像を記録、保管するための記憶媒体や鍵付き保管庫等
も補助対象となるか。

利用者のプライバシー保護や、保護者の安心に応える観点から不
可欠であると判断できるのであれば、補助対象としていただいて
差し支えない。

カメラの三脚や延長コード、保護ケース等の付属品は補助対象と
なるか。

カメラの導入に不可欠であると判断できるのであれば、補助対象
としていただいて差し支えない。

カメラ（固定型カメラ、アクションカメラ等）の導入にあたり、
留意する点はあるか。

カメラによる映像の記録に当たっては、・撮影前に保護者及び利
用者の同意を得ておくこと・プライバシー保護に配慮した記録後
の映像保管体制の構築を行うことが望ましい。（補助の要件では
ない。）
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11（参考）こども家庭庁Q&A（抜粋）
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